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目的

• 昭和２８年から４８年の２０年間に行われた
５回にわたる結核実態調査について、現在の
結核問題をふまえて、史的に再検討する。

• 今回は次の２点に焦点を絞った。

１．ツベルクリン検査の結果の推移

２．結核予防法による届出の推移



調査の方法（第１回）

厚生行政基礎調査

標本地区３３８５２２から

系統的に1/100を抽出

７つの層に層別し

1/16の抽出率で無作為

に２１１地区を調査地区

とした。

調査地区平均約５０世帯

世帯人員平均５人

昭和28年厚生行政基礎調査単位区
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合地区

第4層　工業地区

第5層　商業地区

第6層　農業地区

第7層　普通住宅
地区
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調査事項

昭和28年 昭和33年 昭和38年 昭和43年 昭和48年

問診

ツベルクリン
反応検査

ツベルクリン
反応検査

ツベルクリン反応陽性率 ツベルクリン反応陽性率

X線検査 X線検査 全結核有病率 全結核有病率 全結核有病率

喀痰検査 結核菌検査 病型別肺結核有病率 病型別肺結核有病率 菌陽性結核有病率

肺外結核検査 肺外結核検査
指導区分別全結核有病率及び
肺結核有病率

指導区分別全結核および肺結
核有病率

病型別結核有病率

肺結核所見別結核菌陽性率及
び薬剤耐性率

結核菌陽性率および薬剤耐性
率

指導区分別全結核および肺
結核有病率

肺結核患者の適応医療 肺結核患者の適応医療 肺結核患者の適応医療

非結核性肺異常所見者数 非結核性肺異常所見者数
呼吸器有症状者の受診状
況

全結核有病者世帯集積性 結核患者の世帯別観察 非結核胸部疾患有病率

要入院患者数 結核患者の社会的状況 結核患者の社会的状況

結核患者の受療状況 結核患者の受療、登録状況

結核予防事業の浸透状況



結核実態調査・規模と受検者数

調査実
数

受検者
率（％）

調査対象

第1
回

昭和
28年

51011 99.3 211地区

昭和
29年

15060
28年調査の約1/3

地区70地区

昭和
30年

2644 96.7 28年調査要指導者

53 98.1 29年新発生者

第２
回

昭和
33年

69028 98.9 301地区

昭和
34年

25305 99.1
33年調査の約1/3

地区100地区

第３
回

昭和
38年

74811 98.1 353地区

昭和
39年

24367 93.5
38年調査の約1/3

地区116地区

第４
回

昭和
43年

70930 96.2 372地区

第５
回

昭和
48年

39404 86.3 599地区

68875 99.2
昭和43年調査5年後

の全追跡調査
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昭和２８年乳幼児のＢＣＧ既接種率とツ反応陽性率

年齢
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ツ反応陽性
率

0 4.7 4.4

1 15.6 10.5

2 16.9 15.5

3 24 23.4

4 21.7 22.1

5 26 27.1

0

5

10

15

20

25

30

0 1 2 3 4 5

年齢

％
ＢＣＧ既接種率　

ツ反応陽性率



ツ反応陽性率（％）の推移
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法による届出と登録状況
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結核死亡・結核病床数・要医療者

昭和
結核死
亡者数

結核病
床数

全国要医
療者推計
値

平均在
院日数

病床利
用率

２８
年

57849 164571 ２９２万人 361 96.1
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年

36274 263235 ３０４万人 341.1 82
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年

23302 238422 ２０３万人 383.7 79.8
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年
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年

11965 152077
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以上）
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結核死亡数と死亡率

結核実態調査による 人口動態統計による 結核実態調査による

実態調査年 全国
結核死亡者
数

結核死亡率 要医療 要観察

要医療者推計値
（人口１０万
対）

（人口対
率）

（人口対
率）

昭和28年 ２９２万人 57849 66.5 3.4 3

昭和33年 ３０４万人 36274 39.4 3.3 1.6

昭和38年 ２０３万人 23302 24.2 2.1 1.5

昭和43年
１５３万人（15歳以上150.9万
人）

16922 16.8 2.01 1.42

昭和48年 約８１．５万人（15歳以上） 11965 11.1 0.74 0.57



調査報告書序文
（第１回）昭和２８年

• 結核有病者ならびにその中で医療を要するも
のが意外に多く、しかも、それが３０才以上の
いわゆる壮年層に多く見出され、また地区別
の発生率には大した差異は無く、最近の我が
国の結核は全国いたるところに万遍なく拡
がっていることが明らかになった。



（第２回）昭和３３年

• ２８年調査により、我が国の結核要指導者
（医師による指導を要するもの）５５３万人、
このうち医療を必要とするもの２９２万人（うち
入院を必要とするものは１３７万人）であり、
医療を必要とするものの約８０％は結核であ
ることを自覚していないことが明らかとなった。

• 第２回調査では調査対象数の増加、調査の
追加・改善を行った。



（第３回）昭和３８年

• 第２回の調査では、要医療者数では第１回と
大差ないようにみえたが、結核蔓延の質的変
化はきわめてめざましいものがあった。

• ここまで減ってくると、開放性患者の周囲に起
こる感染は急性伝染病的様相を帯びてくる。

• 本格的な施策の手を抜かない限り、１０年
２０年後には、欧米の水準に追いつき追い抜
くことは間違いないと思う。



（第４回）昭和４３年

• 今回の調査では結核患者の減少傾向に初めて鈍
化が見られたことは大変問題である。

• 人口構造の急激な高齢化、地域社会の質的変化、
家族構成の変動、経済成長による国民生活水準の
向上とそのひずみ等、結核まん延状況に根本的な
変化をもたらすものばかりである。

• 対策の普及の十分でない階層に患者が多く見られ
ることから、従来の結核対策に検討を加えるべき時
期が来ていると考える。



（第５回）昭和４８年

• 従来行ってきたツベルクリン反応検査は今回
行わず、X線撮影は原則として１５歳未満のも

のは省略した。

• 前回の調査に比して、医療を必要とする患者
数がほぼ半数に減少して、１５歳以上の年齢
においては約８０万人と推計されるなど着実
な患者数減少が確かめられた。



まとめ

5回にわたる結核実態調査において

• ツ反応陽性率は全年齢平均値の最高は

７９．２％であった。

• 結核の届出と登録が不十分（ほぼ５５%以下）なまま
経過した原因は複雑であり、不明である。

• ５回にわたる大規模全国調査の結果が保健行政と
国民の医療にどのように反映されたかを調べること
がこれからの課題である。

参考： 平成１６年の結核死亡者は２３２８人死亡率は１．８である。

結核病床数は１４５０７床、病床利用率は ４６．３％、

平均在院８２．２日である（平成１５年）。
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